(別添様式１)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：消防指導費
	事業名:教育訓練用消火栓設置工事費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
知事直轄　危機管理部門　消防学校　管理調整担当　電話番号：0586-89-3226　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　E-mail：c21201@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,482千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


火災防ぎょ訓練等で使用する資機材（設備）の整備に要する経費として、訓練用消火栓等を敷設（新設）する。
現在、消防学校には、都市部に多く設置してある地下式消火栓の活用を想定した訓練設備を備えておらず、実践的な消火活動訓練を行うことができない。
そのため、現場での消防水利としての地下式消火栓から取水する基礎的な実地訓練を初任科生に対して実施することができず、当設備がないために口頭説明だけに留まっている現状は、学生にその操作方法を十分に理解させているとは言えず、初任科修了後、所属現場で初めてその実際の操作を行うこととなる状態は、消防学校の在り方としては問題である。特に新人教育機関として基礎的かつ専門的な知識・技術を修得させる効果的な訓練を実施するために、備品・消耗品の充足だけでなく、消防学校の設備面での充実を図ることが重要である。
	２　所要経費


訓練用消火栓等敷設工事　1,482千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　なし
	２　これまでの取組状況


　　当県の初任教育の到達目標は、「警防隊員として、基本的な安全管理について理解し、自らの安全を確保し、災害現場では隊長の下命に基づく基本的な活動ができること」としているが、初任教育を修了した学生が署所へ配属され、署所訓練を実施しても習熟度が低いと火災現場での活動に支障をきたす。また、今後数年間は大量の新規採用職員が見込まれ、即戦力となる初任科生を養成することは県下消防本部の要望でもあり当県の喫緊の課題となっている。

　　
	３　これまでの取組に対する評価


平成23年度においては、国の「きめ細かな交付金」20,000千円を活用して指揮車の導入をはじめ、消防資機材の整備を行ったが、それでもなお消防学校として装備すべき教育訓練に必要な設備・備品等が充足されたとは言い難い。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,482
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,482

	決定額
	1,482
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,482


